
  

２．申請課題の評価 

 

１）公募課題の決定手順、決定について 

公募課題については、各研究事業の評価委員会において課題の検討を行い、

その意見を基に、各研究事業を所管する部局の科学技術調整官が厚生科学課（プ

ログラムオフィサーを含む）と調整の上、課題の選定を行い、厚生科学審議会

科学技術部会において審議、決定する。公募課題は、行政施策の科学的な推進、

技術水準の向上のために必要性の高いものについて検討することとしている。 

 

２）研究課題の評価 

厚生労働科学研究費補助金の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に係る

指針」、「厚生労働科学研究費実施要項」に基づき行われる。 

研究の透明性の確保と活性化及び公正な執行を図ることを目的とし、研究課

題ごとに、事前評価委員会、中間・事後評価委員会を設置している（委員：10

～15 名程度）。なお、評価委員名簿は、ホームページ上で公開している。 

提出された研究開発課題は、各研究事業の評価委員会において、専門家によ

る専門的・学術的観点と、行政担当部局の行政的観点から評価を行っている。 

また、書面審査を基本とし、各評価委員会の判断によりヒアリングを実施し

ている。（図８参照） 
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３）評価の観点 

それぞれの研究事業の評価委員会において、次に掲げる観点から評点を付け、

評価を行っている。 

３－１）事前評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究の厚生労働科学分野における重要性 

 ②研究の厚生労働科学分野における発展性 

 ③研究の独創性・新規性 

 ④研究目標の実現性・効率性 

 ⑤研究者の資質、施設の能力 

２．行政的観点からの評価 

 ①行政課題との関連性 

 ②行政的重要性 

 ③行政的緊急性 

３．総合的に勘案すべき事項 

 ①研究の倫理性（倫理指針への適合等） 

②エフォート等 

 ③研究実績の少ない者（若手等）への配慮 

 

３－２）中間評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究計画の達成度 

 ②今後の研究計画の妥当性・効率性 

 ③研究継続能力 

２．行政的観点からの評価 

 期待される厚生労働行政に対する貢献度など 

３．総合的に勘案すべき事項 

 ①研究の倫理性（倫理指針への適合等） 

 ②今後の展望等 
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３－３）事後評価 

１．専門的・学術的観点からの評価 

 ①研究目的の達成度（成果） 

 ②研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

 ③研究成果の発展性 

 ④研究内容の効率性 

２．行政的観点からの評価 

 期待される厚生労働行政に対する貢献度など 

３．総合的に勘案すべき事項 

 ①学術雑誌への発表、特許の出願状況等について 

 ②今後の展望 

  

図８

研究計画書
受理年１回
３月～４月

　　　厚生労働省
　各研究事業担当課
　　　（事務局）
　　　　　↓計画書書送

付

　　　評価者

①外部評価
②研究分野の専門家・専
　門家以外の有識者・厚　
　生労働省の関係部局の
　職員により構成
③２５研究事業ごとに設置
④委員１０～１５名程度
⑤利害関係者の排除
⑥年齢・所属機関・性別等
　に配慮

研究事業毎
の評価委員
会

①外部評価
②研究分野の専門家・専
　門家以外の有識者・厚　
　生労働省の関係部局の
　職員により構成
③２５研究事業ごとに設置
④委員１０～１５名程度
⑤利害関係者の排除
⑥年齢・所属機関・性別等
　に配慮

研究事業毎
の評価委員
会

　　委員会での書面評価

評価委員会において、研究課題
全体の評価を行う。
○研究課題ごとの評価点を考
　 慮しつつ、総合的に評価を行

う。

○採択課題及び配分額の決定。

研
究
者
（公
募
者
）
へ
審
査
結
果
の
通
知

研
究
費
の
交
付

研
究
開
発
の
実
施

２
年

３
年

１
年

事
後
評
価

委員会での
ヒアリン グ等

大規模な研究開発
課題等、必要に応じ
て、ヒアリングを実施。
総合評価に基づき
課題の採択、配分額
の決定を行う。

厚生労働省ＨＰ
採択課題一覧
掲載

報告書の掲載及び納本
○国立保健医療科学院ＨＰ
○厚生労働省図書館
○国会図書館

中間評価委員会
必要に応じて実施

※３年の研究開発
課題については原
則２年目で実施

※

採
択
課
題
決
定

関係省庁との
調整

各評価者は各課題毎に数段階の評点で評価。
評価基準
　次に掲げる観点から評点を付ける。
１．専門的・学術的観点からの評価
　①研究の厚生労働科学分野における重要性
　②研究の厚生労働科学分野における発展性
　③研究の独創性・新規性
　④研究目標の実現性・効率性
　⑤研究者の資質、施設の能力
２．行政的観点からの評価
　①行政課題との関連性
　②行政的重要性
　③行政的緊急性
３．総合的に勘案すべき事項
　①研究の倫理性（倫理指針への適合等）
　②エフォート等
　③研究実績の少ない者（若手等）への配慮

厚生労働科学研究費の評価システム
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３．その他の取組事項 

１）倫理指針の遵守等 

各府省や学会の定める倫理指針に適合しているか、又は倫理審査委員会

の審査を受ける予定であるかを確認する等により、研究の倫理性について

検討している。 

医学研究に係る厚生労働省関連の指針についてホームページで公開。 

２）被評価者に評価結果を通知（平成 10 年以降） 

３）若手研究者への配慮 

研究の評価にあたっては、これまで研究実績の少ない者（若手研究者等）

についても、研究内容や計画に重点を置いて的確に評価し、研究遂行能力

を勘案した上で、研究開発の機会が与えられるように配慮するよう指針で

定めている。一部の研究事業において若手研究者（36 歳以下）を対象とし

た枠を設定している。 

４）間接経費の計上 

  3,000万円以上の新規研究課題を対象に研究費の30％の間接経費を導入

している。 

  ・平成 18 年度（実績）：23.6 億円 

５）大学院博士課程学生への支援 

  研究者を対象とした制度であり、大学院生への支援措置はないが、実験

補助等に対する賃金を支払うことは可能としている。  
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４．申請と採択の状況 

平成 18 年度実績では、課題の採択率（新規、継続合わせて）は、約 48.6%と

なっている。（７頁表参照） 

新規課題 応募 2,002 件 採択 509 件 （採択率 25.4%）  

継続課題 応募  974 件 採択 937 件 （採択率 96.2%）  

 

５．厚生労働科学研究の推進事業 

１）外国人研究者招聘事業 

 当該分野で優れた研究を行っている外国人研究者を招聘し、海外との研究協

力を推進している。 

２）外国への日本人研究者派遣事業 

 国内の若手日本人研究者を外国の研究機関及び大学等に派遣し、当該研究課

題に関する研究を実施することにより、わが国における当該研究の推進を図っ

ている。 

３）リサーチレジデント事業（若手研究者育成活用事業） 

 主任又は分担研究者の所属する研究機関に当該研究課題に関する研究に専念

する若手研究者を一定期間（原則１年、最長３年まで延長）派遣し、当該研究

の推進を図っている。将来のわが国の研究の中核となる人材を育成するための

事業を行っており、年間 400 名以上を派遣している。 

４）その他 

 研究成果発表会や、研究事業毎のパンフレット作成等を行っている。 
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